




































愛媛県地域日本語教育
体制づくり事業

「調査内容とスケジュール」

第１回 総合調整会議

２０２２年7月１５日（金）13：30～

於：愛媛県国際交流協会
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１．体制づくり事業の目指すこと

令和４年度
⇒実態調査で地域の現状を把握
⇒地域日本語教育推計画（仮称）を策定

令和５年度以降
⇒地域の実情に即した日本語教育の
実施体制づくり、環境整備

日本人、外国人双方にメリットがあり、活躍の場
がある多文化共生地域社会の創出
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外国人住民
等が必要な
日本語学習
機会（場）
につながら
ない

人材不足予算・経費のハードル

交通の不便 情報の周知不足

地域日本語教室
ボランティアの高齢化

地域の過疎、少子高齢化

メジャー言語以外の言語文化
に対する認知、理解不足

多文化共生について地域
住民への啓蒙が不十分

どんな人材が必要か具体的
に洗い出しができていない

自治体に国際交流担当部
署が整備されていない

専門家とボランティアの線
引きがはっきりしていない

日本語教育に必要な経費
の基準や参考例がない

交通費がハードルに
なる地域が多い

地域間の移動が困難

公共交通機関がな
い地域がある

橋や船を利用せざる
を得ない地域がある

自転車や徒歩での移
動が困難な地域がある

地域日本語教育の情報を一元
管理している媒体がない

地域日本語教室空白地帯
へのアプローチが不十分

自治体に国際交流担当部
署が整備されていない

協力体制未構築

自治体に日本語教育につい
て統括する部署がない

日本語教室、企業、交流協会等
で課題の共有ができていない

日本語教育を実施している
機関の連携が未整備

情報周知の手段や媒
体が整備されていない

自治体、地域間で情報交換、
共有の機会に乏しい

現在活躍している人材の課
題について調査不足

協力のモデルケース
が少ない

日本語教育の専門家の
育成機関不在（常駐なし）

２．愛媛の地域日本語教育の現状

特性要因図：深田作成4



調査計画立案

調査票作成

調査実施

結果分析
推進計画策定

３．推進計画策定の工程（体制）

日本語教育の専門家
外国人支援関係者
行政書士、有識者

大学関係者（外国人住民含む）
（５～８名）

部局関係者、市町
国際交流協会

識者、企業、経済団体
外国人住民の代表者等

（13名）
愛媛県
＋
EPIC
＋

調査・推進計画策定
コーディネーター

ワーキング・調査
（随時）
＝意見交換
助言・協力
作業補助

総合調整会議
（年３回）
＝意見・調整
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３．推進計画策定の工程（作業）
令和4年度分

月 主な工程

４ 実態調査準備

５ 調査表作成

6 アンケート調査準備 ⇔ワーキンググループの意見交換（以下WG）

7 ①総合調整会議
→WG →アンケート実施
市町、団体、教育機関、企業（１５０）、外国人住民（1000～1300）

8 ヒアリング調査 〜 次年度実施の骨子試案

9 調査結果集計 →結果報告作成 →WG →骨子案作成

10 ②総合調整会議（調査報告）

11 →WG

12 →推進計画（案）作成

1 →WG

2 ③総合調整会議（最終報告）

3 推進計画策定 6



４．調査概要：アンケート

期間 対象（数） 方法

７下旬
～８月中

地域
（１３４）

市町（20）

メール送信
WEB回収
（またはExcel
入力による
メール回収）

国際交流協会（10）

高等教育機関（7）

日本語教育機関（2）

日本語教室（15）

外国人雇用企業（80）

外国人住民
（１３００）

【一般】（1000）
郵送・郵送回収
＋WEB回収

【技能実習】（300） 郵送・WEB回収
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４．調査項目概要（自治体、地域に向けて）

＞（団体等の）組織概要

＞現在の事業内容

＞地域日本語教育コーディネーターの需要・人材育成

＞ICTの活用

＞地域とのかかわり

＞認識している課題

＞日本語教育における役割

＞県への要望

＞コロナの影響

＞意見・提案

人材不足

予算・経費
のハードル

交通の不便

情報の周知
不足

協力体制
未構築
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４．調査項目（外国人住民にむけて）

文化庁国語課「日本語教育に関する調査の共通利用項目」に

基づき、項目を追加・改変したものを利用

◆地域に暮らす外国人の日本語能力や学習状況・学習経験・

生活上の課題などについて（23項目）

◆１２言語に翻訳（英語、中国語、韓国語、ベトナム語、フィリピノ

語、インドネシア語、ミャンマー語、クメール語、タイ語、ネパール

語、ポルトガル語、スペイン語）＝在住外国人数の上位から選出
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Googleフォームによるアンケートのサンプル

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSeR
3qc3Y2ZSKEEjCXIRWGFGeJwywLi25G1fQ6fUv0AE
_ZS6OA/viewform
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依頼文案
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４．調査対象の選定とアンケート送付（地域）
対象（数） 送付

市町（20）

EPIC統計、自治体HP等から情報を取得
→県担当者からメール送信

国際交流協会（10）

高等教育機関（7）

日本語教育機関（2）

日本語教室（15）

外国人雇用企業（80） ①ジェトロ愛媛『愛媛県国際取引企業リスト2022』から
抽出 →県担当者からメール送信
②愛媛県からも連絡、配信

14



４．調査対象の選定とアンケート送付（外国人住民）

対象（数） 送付先

外国人住民【一般】
（1000）
※住民基本台帳に記載されてい
る１８歳以上の外国人住民（特別
永住者と技能実習をのぞく）

EPIC統計、労働局資料等による
情報から、それぞれの地域の調査
数を割り出し
→県から市町に住民基本台帳に
基づく送付協力を依頼

外国人住民【技能実習】
（300）

①ジェトロ愛媛『愛媛県国際取引
企業リスト2022』から抽出
→企業に郵送
②技能実習関係機関に協力依頼
＝周知していただく
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４．調査概要：ヒアリング

期間 対象（数） 方法

８月〜
９月中旬

市町、国際交流協会、日本語教室、
外国人雇用企業等
（合わせて１０件程度）

対面または
Zoomによる半構
造化インタビュー

外国人住民（３〜５件程度）

アンケート及びヒアリング調査をあわせて、
ワーキンググループ・大学関係者の協力

のもと、統計学的に集計・分析
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５．調査に基づく推進計画策定（見通し）

人材不足

予算・経費の
ハードル

地域を結ぶ
交通の不便

情報の周知
不足

協力体制の
未構築

＞ICTを活用した学習機会
＞企業、自治体、地域日本語教室ができる支援（交通費負担、
送迎等）

＞企業、自治体、日本語教育機関等の役割分担
＞実施側、受容する側双方が納得できる経費のすり合わせ
＞行政の支援（人材育成、施設・設備等のサポート）

＞地域の実情に合った教室運営ができる人材の育成
＞人材登録システムの構築
＞地域日本語教室と教育機関との連携協力

＞アクセスしやすいポータルサイト（情報発信の場）づくり
＞自治体、国際交流協会等に外国人向けの情報窓口を設置

＞多文化共生社会に向けた各分野における役割の認識
＞統括コーディネーター、地域日本語教育コーディネーターの配置
＞地域間、団体等の活動の情報共有

主な課題 推進計画案
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